




Out -of -plane Cyclic Loading Test of Steel Arch羽TithBox Section 
佐藤徹也¥青木徹彦tt 鈴木森晶↑↑十
Tetsuya SATO， Tetsuhiko AOKI ，Moriaki SUZUKI 
Abstruct : The1'e a1'e 1ess info1'mation about the load-displacement beha羽01'of stee1 al'・cheswhen they 
suffe1' out-of-p1ane horizonta1 1'epeated forces企omheavy earthquake ground motion. In this study， th巴
arches with stee1 box sections having同10kinds of p1ate width-thickness parameters and reinforcing at 
concrete to the base of arch are tested under constant vertica1 10ading and repeated horizontalloading， 
simultaneous1y. Loading system is new1y deve10ped for this test. Various prob1ems and the technique of 
improving those， that occur during the experiment are presented. The simp1e method to eliminate the 












































































供試イ本名 ARCH.N35 ARCH'S35 ARCH'S71 
ARCH'S7l-C 
スパンL(mm) 6400 6400 6400 
フイズ'f(mm) 960 960 960 
フイス、比百L 0.15 0.15 0.15 
幅 b(mm) 240.0 369.0 364.5 
品さ h (mm) 240.0 369.0 364.5 
板厚t(mm) 12.0 9.0 4.5 
断面積A (mm2) 11520 14940 7074 
断面2次モー メントI
1.11 X 10" 3.02X 10.'1 l.48X 10" (mml) 
補剛材幅bs(mm) 55.0 33.0 
補剛材板厚ts(mm) 9.0 4.5 
補剛材剛比r/了士 2.47 2.42 
幅厚比パフメー タR[{ 0.35 0.35 0.71 
補剛材の幅厚比









































































































ロ 1: i 












































アーチの水平載荷点での岡u体変位。 Gは式 (4)と式 (5)に
これを加え合わせて、
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(b) ARCH-S71 (t = 4.5mm) 
図12鋼材応力ーひずみ曲線
表 2鋼材引張試験結
板厚t(mm) 4.5 12 
ヤンクゃ係数E (GPa) 205 203 
降f苅芯力σyCMPa) 348 292 
降伏ひずみ EY (μ) 1685 1480 
ひずみ硬化係数Est(GPa) 3.09 
硬化開始ひずみ Est (μ) 22950 

















(a) ARCH -N35 
図13剛体変位除去の影響
4 L 11 
， fヲヲ才気比 2 
































(b) ARCH -871 









































































































クラウン部分に大きな面内曲げモーメントが生じる結果とな LCOJ r 






































































板厚t(mm) 4.5 9 
ヤング係数日 (GPa) 205 209 
降伏応力σy(MPa) 348 318 
降伏ひずみ EY (μ) 1685 1628 
ひずみ硬化係数Est(GPa) 2.77 
















l(iOO lGOfi iGO 8円。
鉛直荷重敦荷後
(a) ARCH-S35 













































































































































































































































































































(2) ARCH -S71-C 
ARCH-S71-Cの座屈1苅冗を写真5に示す。 3oyの時、クラ
ウン部の座屈を確認した。クラウン上部、下部では、それぞれ
55mmの凸、 15mmの凹がみられた。クラウンウェブでは、
20mm の凹凸がみられ、実験終了時では、8O~13Om阻まで至
った。 ARCH-S71に比べ、基部には、座屈が見られなかった。
これは、コンクリートの座屈抑制効果であると考えられる。ま
た、 ARCH-S35と同じように、クラウンの局部座屈の進行に
より、破壊に至った。
5_ 結論
本研究では、アーチの面外繰返し載荷実験を行い、その耐
震性能を調べるとともに、実験上の問題点を検討した。実験
によって得られた結論を以下にまとめる。
1) アーチの耐震実験における剛体変位等の影響を調べた。
横方向変位の結果は予想以上に大きな値となった。正し
い変位を計測するためには、単柱式橋脚の実験と同様、
醐体変位等の除去の補正が必要である。アーチでは基部
変位が3次元的となるため正確な補正は極めて複雑とな
る。本研究では岡M本変位除去に関する一つの簡便法を提
案した。
2)鉛直荷重載荷時に、大きな水平支点反力が生じるため、
支持装置の移動防止が重要である。アーチスパンの約
0_08%の極くわずかの支点移動でクラウン部分に曲げモ
ーメントが2~3 倍も増大し、破壊を早める。
3) アーチは堅い基礎地盤に造られるとはいえ、地震時には
地盤の振動により実構造物でも上記のような僅かな支
点移動が考えられる。支点の微小移動によってクラウン
部の曲げモーメントが最も大きく増大するため、基部よ
りクラウン部の強度安全性を特別に高めに設定する必
要があると考えられる。
4) アーチ構造全体の地震時作用力を与える載荷装置を開
発した。鉛直載荷冶具では、支点の移動ができるパンタ
グラフ式支持装置を開発し、改良の末、問題なく作動さ
せることができた。
5) アーチの基部にコンクリート却真することによって、強
度、変形能は上昇することがわかった。クラウン部にも
コンクリートを充填することによって、市t震性能の向上
が期待できると考えられる。
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